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○東洋大学大学院経済学研究科規程 

平成29年規程第31号・平成29年４月１日施行 

改正 

平成30年４月１日 

平成31年４月１日規程第55号 

令和２年４月１日規程第52号 

令和３年４月１日規程第46号 

令和４年４月１日規程第47号 

令和５年４月１日規程第61号 

令和６年４月１日規程第39号 

令和７年４月１日規程第78号 

令和８年４月１日規程第55号 

東洋大学大学院経済学研究科規程 

（趣旨） 

第１条 この規程は、東洋大学大学院学則（昭和29年４月１日施行。以下「学則」という。）第４条

第５項に基づき、東洋大学大学院経済学研究科（以下「経済学研究科」という。）の教育研究に関

し必要な事項を定める。 

（人材の養成に関する目的その他の教育研究上の目的） 

第２条 経済学研究科は、学則第４条の２に基づき、研究科及び各専攻の人材の養成に関する目的そ

の他の教育研究上の目的を別表第１のとおり定める。 

（修了の認定及び学位授与、教育課程の編成及び実施並びに入学者の受入れに関する方針） 

第３条 経済学研究科は、学則第４条の３に基づき、各専攻の修了の認定及び学位授与に関する方針、

教育課程の編成及び実施に関する方針並びに入学者の受入れに関する方針を別表第２のとおり定め

る。 

（教育課程） 

第４条 経済学研究科は、学則第５条の２及び第７条に基づき、各専攻の教育課程における科目区分、

授業科目及び研究指導科目の名称、単位数、配当学年、履修方法等を別表第３のとおり定める。 

（修了に必要な単位等） 

第５条 経済学研究科は、学則第12条及び第13条に基づき、各専攻の修了に必要な単位等を別表第４

のとおり定める。 

（教育職員の免許状） 

第６条 学則第19条に基づき、経済学研究科で取得できる免許状の種類及び教科は、次表のとおりと

する。 

専攻 
免許状の種類及び教科 

高等学校教諭専修免許状 中学校教諭専修免許状 

経済学 公民 社会 

（教育職員の免許状取得のための授業科目及び単位数） 

第７条 学則第19条第２項に基づき、経済学研究科で教育職員の免許状を取得しようとする者は、別

表第５に定める所定の授業科目の単位を修得し、東洋大学大学院（以下「本大学院」という。）の

課程に１年以上在学し30単位以上修得、又は学則第12条に規定する要件を充足しなければならない。 

（改正） 

第８条 この規程の改正は、学長が経済学研究科委員会の意見を聴き、研究科長会議の審議を経て行

う。 

附 則 

１ この規程は、平成29年４月１日から施行する。 

２ 前項の規定にかかわらず、平成28年度以前の入学生については、第４条別表第３を除き、なお従

前の例による。 

附 則（平成30年規程第68号） 

１ この規程は、平成30年４月１日から施行する。 
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２ 前項の規定にかかわらず、平成29年度以前の入学生については、改正後の第３条及び第３条別表

第２、並びに第４条別表第３を除き、なお従前の例による。ただし、経済学専攻博士前期課程経済

学コース及び環境コースは、平成30年３月31日に当該コースに在学する者がコースに在学しなくな

るまでの間、存続する。 

附 則（平成31年４月１日規程第55号） 

１ この規程は、平成31年４月１日から施行する。 

２ 前項の規定にかかわらず、平成30年度以前の入学生については、改正後の第３条別表第２及び第

４条別表第３を除き、なお従前の例による。 

附 則（令和２年４月１日規程第52号） 

１ この規程は、2020年４月１日から施行する。 

２ 前項の規定にかかわらず、2019年度以前の入学生については、第４条別表第３を除き、なお従前

の例による。ただし、公民連携専攻修士課程において、2019年度以前に入学した者については、改

正後の第５条別表第４（経済学研究科公民連携専攻項中(３)は除く）を適用する。 

附 則（令和３年４月１日規程第46号） 

この規程は、2021年４月１日から施行する。 

附 則（令和４年４月１日規程第47号） 

１ この規程は、2022年４月１日から施行する。 

２ 前項の規定にかかわらず、2021年度以前の入学生については、第７条別表第５についてなお従前

の例による。ただし、公民連携専攻修士課程の2020年度以前の入学生については、第５条別表第４

(４)は適用しない。 

附 則（令和５年４月１日規程第61号） 

この規程は、2023年４月１日から施行する。 

附 則（令和６年４月１日規程第39号） 

この規程は、2024年４月１日から施行する。 

附 則（令和７年４月１日規程第78号） 

１ この規程は、2025年４月１日から施行する。 

２ 前項の規定にかかわらず、2024年度以前の入学生については、第４条別表第３を除き、なお従前

の例による。ただし、この場合において、第４条別表第３中「専門講義」とあるのは、「専門科目」

と読み替える。 

附 則（令和８年４月１日規程第55号） 

１ この規程は、2026年４月１日から施行する。 

２ 前項の規定にかかわらず、2025年度以前の入学生については、なお従前の例による。 

別表第１ 人材の養成に関する目的その他の教育研究上の目的（第２条関係） 

経済学研究科 

人材の養成に関する目的その他の教育研究上の目的 

【博士前期・修士課程】 

(１)どのような人材を養成し、どのような人材を世に送り出すか 

新しい公共分野・民間企業で必要とされる技能・知識を存分に発揮して、社会経済に貢献できる

高度職業人(プロフェッショナル)を養成し世に送り出す。 

(２)学生にどのような能力を習得させるのか等の教育研究上の目的 

経済学に関する高度で総合的な学識と理解力に基づいて、企業・地域経済の課題を発見し、解決

する能力を習得させることを目的とする。 

【博士後期課程】 

(１)どのような人材を養成し、どのような人材を世に送り出すか 

将来、研究者として自立し、大学及び研究機関において研究活動を継続できる、あるいは高度専

門職につける人材を養成することを目的とする。 

(２)学生にどのような能力を習得させるのか等の教育研究上の目的 

前期課程での基礎学力を前提に、より個別・専門領域における研究能力を習得させることを目的

とする。 
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経済学研究科経済学専攻 

人材の養成に関する目的その他の教育研究上の目的 

【博士前期課程】 

(１)どのような人材を養成し、どのような人材を世に送り出すか 

経済学分野における総合的な学識と理論・実証・応用面での高度な研究能力を養い、また、高度

専門職に必要な能力を育成することにより、グローバル化する社会経済に貢献できる人材を養成

することを目的とする。 

(２)学生にどのような能力を習得させるのか等の教育研究上の目的 

経済学に関する標準的な学力と論文作成力を修得させることにより、経済学に関する高度で総合

的な学識と理解力を備えた研究者としての基礎力を養成する一方で、実社会で活躍できる高度職

業人(プロフェッショナル)として必要とされる技能・知見を習得させることを目的とする。 

【博士後期課程】 

(１)どのような人材を養成し、どのような人材を世に送り出すか 

経済学分野における総合的な学識と理論・実証・応用面での高度な研究能力を養い、独立した研

究者として教育・研究職、若しくはその他の高度な専門的業務に従事できる研究能力を持つ人材

を養成することを目的とする。 

(２)学生にどのような能力を習得させるのか等の教育研究上の目的 

研究者として自立し、大学及び他の研究機関において研究活動を継続する上で必要とされる、あ

るいはより高度の専門職に就くための、一層の研究能力と専門性及びその基礎となる豊かな学識

を養うことと同時に、より個別・専門領域における研究能力を習得させることを目的とする。 

経済学研究科公民連携専攻 

人材の養成に関する目的その他の教育研究上の目的 

【修士課程】 

(１)どのような人材を養成し、どのような人材を世に送り出すか 

官民の行動原理を理解し両者の連携を図ることにより、国や地域における公共的な目的の達成に

貢献できる人材を養成する。 

(２)学生にどのような能力を習得させるのか等の教育研究上の目的 

経済学、財政、金融、経営、関連法制度等の基礎的な学力を身に付けたうえで、まちづくり、プ

ロジェクトメイキング、地方創生を実現できる能力を習得させることを目的とする。 

別表第２ 修了の認定及び学位授与、教育課程の編成及び実施並びに入学者の受入れに関する方針（第

３条関係） 

経済学研究科経済学専攻 

１．修了の認定及び学位授与に関する方針（ディプロマ・ポリシー） 

【博士前期課程】 

以下の資質や能力を身につけたうえで、所定の年限・単位数等を満たし、修士学位論文の審査及

び最終試験に合格した者に対して、修士の学位を授与する。 

(１)経済学分野に関する総合的な学識と理解力を身につけている。 

(２)各専門分野における優れた研究能力及び論文作成能力を身につけている。 

(３)実社会で必要とされる問題発見・解決能力を身につけている。 

【博士後期課程】 

以下の資質や能力を身につけたうえで、所定の年限を満たし、博士学位論文の審査及び最終試験

に合格した者に対して、博士の学位を授与する。 

(１)経済学分野におけるより幅広く深く豊かな学識・理解力を身につけている。 

(２)各専門分野における極めて高度な研究を独立して逐行できる能力を身につけている。 

(３)より高度な専門職に就くための問題発見・解決能力を身につけている。 

２．教育課程の編成及び実施に関する方針（カリキュラム・ポリシー） 

【博士前期課程】 

(１)教育課程の編成／教育内容・方法 

ディプロマ・ポリシーの達成のために、「授業科目（コースワーク）」と「研究指導（リサーチ
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ワーク）」を適切に組み合わせた教育課程を体系的に編成する。 

本専攻のカリキュラムは総合演習、ミクロ経済学、マクロ経済学及び統計・計量経済学を基礎科

目とし、政策・経済史領域、グローバル・エコノミー領域、産業デザイン領域及び労働・社会保

障・環境領域それぞれの領域の専門講義を開設する。講義はいずれも少人数クラスで行う。 

研究指導は主指導教授、副指導教授を中心として責任ある指導体制を整え、基本的な研究方法か

ら個々の学生の研究テーマ並びに論文執筆まできめ細かく指導を行う。 

(２)成績の評価 

成績については、客観性及び厳格性を確保しつつ、以下の要素・方法により評価する。 

①授業科目については、あらかじめ示す成績評価基準に沿って、各授業科目のシラバスに記載さ

れている方法により、授業担当教員が評価する。 

②研究指導については、研究過程における達成度を、あらかじめ示す研究指導計画をもとに、論

文報告会等を通じて、研究指導教員および本専攻所属教員により組織的に評価する。 

③学位請求論文については、あらかじめ示す論文審査基準、審査体制に基づき、評価を行う。 

【博士後期課程】 

(１)教育課程の編成／教育内容・方法 

ディプロマ・ポリシーの達成のために、「授業科目（コースワーク）」と「研究指導（リサーチ

ワーク）」を適切に組み合わせた教育課程を体系的に編成する。 

研究者として自立して研究活動を行い、またはその他の高度に専門的な業務に従事するに必要な

高度の研究能力およびその基礎となる豊かな学識を養うために、独創的な研究テーマに対応する

ことのできる科目を配置し、主指導教授・副指導教授の複数の研究指導担当教員による論文作成

への支援体制を整備する。博士論文作成に際しては、学内での論文進捗状況に関する報告のほか、

二回以上の学会報告・査読つき論文の発表・学内での発表会などを義務づける。 

(２)成績の評価 

成績については、客観性及び厳格性を確保しつつ、以下の要素・方法により評価する。 

①授業科目については、あらかじめ示す成績評価基準に沿って、各授業科目のシラバスに記載さ

れている方法により、授業担当教員が評価する。 

②研究指導については、研究過程における達成度を、あらかじめ示す研究指導計画をもとに、論

文報告会等を通じて、研究指導教員および本専攻所属教員により組織的に評価する。 

③学位請求論文については、あらかじめ示す論文審査基準、審査体制に基づき、評価を行う。 

３．入学者の受入れに関する方針（アドミッション・ポリシー） 

【博士前期課程】 

入学希望者の特性に応じた適切な方法で多様な入学者選抜試験を実施し、筆記試験、口述試験、

面接、書類選考等を通じて、以下の資質や能力を示した者を受け入れる。 

(１)経済学に関する基礎的な知識のある者 

(２)論理的に考え、発表・論議する能力のある者 

(３)社会・経済の諸問題に高い関心を持ち、問題発見・解決するための意欲がある者 

【博士後期課程】 

入学希望者の特性に応じた適切な方法で多様な入学者選抜試験を実施し、筆記試験、面接、書類

選考等を通じて、以下の資質や能力を示した者を受け入れる。 

(１)経済学に関する総合的かつ高度な知識のある者 

(２)専門分野における優れた問題発見、分析などの研究能力及び論文作成能力のある者 

(３)将来研究者として自立し、大学および他の研究機関等において研究活動を継続する意欲のあ

る者 

経済学研究科公民連携専攻 

１．修了の認定及び学位授与に関する方針（ディプロマ・ポリシー） 

【修士課程】 

以下の資質や能力を身につけたうえで、所定の年限・単位数等を満たし、修士学位論文または特

定の課題についての研究の成果（特定課題研究論文）の審査及び最終試験に合格した者に対して、

修士の学位を授与する。 
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国や地域の現状と課題を客観的に把握できる分析能力、課題の解決のために有用な処方箋を想定

できる提案能力、国や地域内外の関係者の理解を得て提案を実現できる実践力を身につけている。

２．教育課程の編成及び実施に関する方針（カリキュラム・ポリシー） 

【修士課程】 

(１)教育課程の編成／教育内容・方法 

ＰＰＰにおける各人の習熟度等に応じて標準コース（２年修了）、プロフェッショナルコース（１

年修了）を設置する。標準コースには、国や地域における各人のポジションに応じて、シティ・

マネジメント領域、Ｇｌｏｂａｌ ＰＰＰ領域、ＰＰＰビジネス領域の３領域を設置する。履修

者が指導教員の助言を得つつ、各人が将来目指す方向に沿った教育を受けられるよう明確な道筋

を提示する。 

教育方法としては、オンデマンド、平日のリアルタイムオンライン、土曜日の対面により実施す

る。土曜日も、遠隔地居住や業務上の理由等で必要ある場合は、事前に届け出てリアルタイムオ

ンラインで受講できるものとする。さらに、原則として、すべての科目（講義、演習）の履修者

は、当該科目の録画ファイルを自由に閲覧できるようにする。以上により、「いつでも、どこで

も、何度でも」の履修環境を実現する。 

(２)成績の評価 

成績については、客観性及び厳格性を確保しつつ、以下の要素・方法により評価する。 

①授業科目については、あらかじめ示す成績評価基準に沿って、各授業科目のシラバスに記載さ

れている方法により、授業担当教員が評価する。 

②研究指導については、研究過程における達成度を、あらかじめ示す研究指導計画をもとに、論

文報告会等を通じて、研究指導教員および本専攻所属教員により組織的に評価する。 

③学位請求論文については、あらかじめ示す論文審査基準、審査体制に基づき、評価を行う。 

３．入学者の受入れに関する方針（アドミッション・ポリシー） 

【修士課程】 

入学希望者の特性に応じた適切な方法で多様な入学者選抜試験を実施し、事前課題、面接、書類

選考等を通じて、以下の資質や能力を示した者を受け入れる。 

(１)一般入試においては、専門分野にかかわらず地域経済社会に対する一定の見解を有している

（事前課題に関する口述試験で判断する）とともに、本専攻で得る公民連携の知識や人脈を自身

のキャリアで生かすプランを有している者（面接で判断する）。 

(２)社会人入試においては、公民連携に関連する分野での経験があるかもしくは今後担当する可

能性があり、本専攻で得る公民連携の知識や人脈を自身のキャリアで生かすプランを有している

者（面接で判断する）。 

(３)海外からの留学生に関しては、自国において、公民連携に関連する分野での経験があるかも

しくは今後担当する可能性があり公民連携に関する一定の見解を有している（事前課題に関する

口述試験で判断する）又は、本専攻で得る公民連携の知識や人脈を自身のキャリアで生かすプラ

ンを有している者（面接で判断する）。 

(４)公民連携に関する豊富な経験や知識を有し、プロフェッショナルとして活動するための具体

的な研究計画を有している者（専攻所定の研究計画書及び面接で判断する）。 

別表第３ 教育課程（第４条関係） 

経済学研究科経済学専攻 博士前期課程 授業科目 

区分 

必修・ 

選択の

別 

授業科目 講義・演習の別
配当学

年 

単位

数 
備考 

基礎科目 必修 総合演習 演習 １～２ １  

基礎科目 選択 ミクロ経済学Ａ 講義 １～２ ２  

基礎科目 選択 ミクロ経済学Ｂ 講義 １～２ ２  

基礎科目 選択 マクロ経済学Ａ 講義 １～２ ２  

基礎科目 選択 マクロ経済学Ｂ 講義 １～２ ２  
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基礎科目 選択 統計・計量経済学Ａ 講義 １～２ ２  

基礎科目 選択 統計・計量経済学Ｂ 講義 １～２ ２  

専門講

義 

政策・経済史領

域 
選択 財政学Ａ 講義 １～２ ２  

専門講

義 

政策・経済史領

域 
選択 財政学Ｂ 講義 １～２ ２  

専門講

義 

政策・経済史領

域 
選択 金融論Ａ 講義 １～２ ２  

専門講

義 

政策・経済史領

域 
選択 金融論Ｂ 講義 １～２ ２  

専門講

義 

政策・経済史領

域 
選択 日本経済史Ａ 講義 １～２ ２  

専門講

義 

政策・経済史領

域 
選択 日本経済史Ｂ 講義 １～２ ２  

専門講

義 

政策・経済史領

域 
選択 西欧経済史Ａ 講義 １～２ ２  

専門講

義 

政策・経済史領

域 
選択 西欧経済史Ｂ 講義 １～２ ２  

専門講

義 

政策・経済史領

域 
選択 経済発展論Ａ 講義 １～２ ２  

専門講

義 

政策・経済史領

域 
選択 経済発展論Ｂ 講義 １～２ ２  

専門講

義 

グローバル・エ

コノミー領域 
選択 国際経済Ａ 講義 １～２ ２  

専門講

義 

グローバル・エ

コノミー領域 
選択 国際経済Ｂ 講義 １～２ ２  

専門講

義 

グローバル・エ

コノミー領域 
選択 開発経済論Ａ 講義 １～２ ２  

専門講

義 

グローバル・エ

コノミー領域 
選択 開発経済論Ｂ 講義 １～２ ２  

専門講

義 

グローバル・エ

コノミー領域 
選択 国際金融論Ａ 講義 １～２ ２  

専門講

義 

グローバル・エ

コノミー領域 
選択 国際金融論Ｂ 講義 １～２ ２  

専門講

義 

グローバル・エ

コノミー領域 
選択 アジア経済Ａ 講義 １～２ ２  

専門講

義 

グローバル・エ

コノミー領域 
選択 アジア経済Ｂ 講義 １～２ ２  

専門講

義 

グローバル・エ

コノミー領域 
選択 北米経済Ａ 講義 １～２ ２  

専門講

義 

グローバル・エ

コノミー領域 
選択 北米経済Ｂ 講義 １～２ ２  

専門講

義 

産業デザイン領

域 
選択 中小企業論Ａ 講義 １～２ ２  

専門講

義 

産業デザイン領

域 
選択 中小企業論Ｂ 講義 １～２ ２  

専門講

義 

産業デザイン領

域 
選択 産業組織論Ａ 講義 １～２ ２  



7/15 

専門講

義 

産業デザイン領

域 
選択 産業組織論Ｂ 講義 １～２ ２  

専門講

義 

産業デザイン領

域 
選択 企業経済学Ａ 講義 １～２ ２  

専門講

義 

産業デザイン領

域 
選択 企業経済学Ｂ 講義 １～２ ２  

専門講

義 

産業デザイン領

域 
選択 起業の経済学Ａ 講義 １～２ ２  

専門講

義 

産業デザイン領

域 
選択 起業の経済学Ｂ 講義 １～２ ２  

専門講

義 

産業デザイン領

域 
選択 情報経済Ａ 講義 １～２ ２  

専門講

義 

産業デザイン領

域 
選択 情報経済Ｂ 講義 １～２ ２  

専門講

義 

労働・社会保

障・環境領域 
選択 社会経済システムＡ 講義 １～２ ２  

専門講

義 

労働・社会保

障・環境領域 
選択 社会経済システムＢ 講義 １～２ ２  

専門講

義 

労働・社会保

障・環境領域 
選択 社会保障Ａ 講義 １～２ ２  

専門講

義 

労働・社会保

障・環境領域 
選択 社会保障Ｂ 講義 １～２ ２  

専門講

義 

労働・社会保

障・環境領域 
選択 労働経済Ａ 講義 １～２ ２  

専門講

義 

労働・社会保

障・環境領域 
選択 労働経済Ｂ 講義 １～２ ２  

専門講

義 

労働・社会保

障・環境領域 
選択 健康環境論Ａ 講義 １～２ ２  

専門講

義 

労働・社会保

障・環境領域 
選択 健康環境論Ｂ 講義 １～２ ２  

専門講

義 

労働・社会保

障・環境領域 
選択 環境評価論Ａ 講義 １～２ ２  

専門講

義 

労働・社会保

障・環境領域 
選択 環境評価論Ｂ 講義 １～２ ２  

専門演習 

 
選択 ミクロ経済学演習Ａ 演習 １～２ ２  

専門演習 選択 ミクロ経済学演習Ｂ 演習 １～２ ２  

専門演習 選択 マクロ経済学演習Ａ 演習 １～２ ２  

専門演習 選択 マクロ経済学演習Ｂ 演習 １～２ ２  

専門演習 

 
選択 

統計・計量経済学演

習Ａ 
演習 １～２ ２  

専門演習 

 

選択 

 
統計・計量経済学演

習Ｂ 
演習 １～２ ２  

専門演習 選択 財政学演習Ａ 演習 １～２ ２  

専門演習 選択 財政学演習Ｂ 演習 １～２ ２  

専門演習 選択 金融論演習Ａ 演習 １～２ ２  

専門演習 選択 金融論演習Ｂ 演習 １～２ ２  
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専門演習 選択 日本経済史演習Ａ 演習 １～２ ２  

専門演習 選択 日本経済史演習Ｂ 演習 １～２ ２  

専門演習 選択 西欧経済史演習Ａ 演習 １～２ ２  

専門演習 選択 西欧経済史演習Ｂ 演習 １～２ ２  

専門演習 選択 経済発展論演習Ａ 演習 １～２ ２  

専門演習 選択 経済発展論演習Ｂ 演習 １～２ ２  

専門演習 選択 国際経済演習Ａ 演習 １～２ ２  

専門演習 選択 国際経済演習Ｂ 演習 １～２ ２  

専門演習 選択 開発経済論演習Ａ 演習 １～２ ２  

専門演習 選択 開発経済論演習Ｂ 演習 １～２ ２  

専門演習 選択 国際金融論演習Ａ 演習 １～２ ２  

専門演習 選択 国際金融論演習Ｂ 演習 １～２ ２  

専門演習 選択 アジア経済演習Ａ 演習 １～２ ２  

専門演習 選択 アジア経済演習Ｂ 演習 １～２ ２  

専門演習 選択 北米経済演習Ａ 演習 １～２ 
２ 

 
 

専門演習 選択 北米経済演習Ｂ 演習 １～２ ２  

専門演習 選択 中小企業論演習Ａ 演習 １～２ ２  

専門演習 選択 中小企業論演習Ｂ 演習 １～２ ２  

専門演習 選択 産業組織論演習Ａ 演習 １～２ ２  

専門演習 選択 産業組織論演習Ｂ 演習 １～２ ２  

専門演習 選択 企業経済学演習Ａ 演習 １～２ ２  

専門演習 選択 企業経済学演習Ｂ 演習 １～２ ２  

専門演習 選択 起業の経済学演習Ａ 演習 １～２ ２  

専門演習 選択 起業の経済学演習Ｂ 演習 １～２ ２  

専門演習 選択 情報経済演習Ａ 演習 １～２ ２  

専門演習 選択 情報経済演習Ｂ 演習 １～２ ２  

専門演習 選択 
社会経済システム演

習Ａ 
演習 １～２ ２  

専門演習 選択 
社会経済システム演

習Ｂ 
演習 １～２ ２  

専門演習 選択 社会保障演習Ａ 演習 １～２ ２  

専門演習 選択 社会保障演習Ｂ 演習 １～２ ２  

専門演習 選択 労働経済演習Ａ 演習 １～２ ２  

専門演習 選択 労働経済演習Ｂ 演習 １～２ ２  

専門演習 選択 健康環境論演習Ａ 演習 １～２ ２  

専門演習 選択 健康環境論演習Ｂ 演習 １～２ ２  

専門演習 選択 環境評価論演習Ａ 演習 １～２ ２  

専門演習 選択 環境評価論演習Ｂ 演習 １～２ ２  

 

経済学研究科経済学専攻 博士前期課程 研究指導 

区分 
必修・ 

選択の別 
研究指導 講義・演習の別 配当学年 単位数 備考 

研究指導 選択 研究指導ⅠＡ  １～２   

研究指導 選択 研究指導ⅠＢ  １～２   
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研究指導 選択 研究指導ⅡＡ  １～２   

研究指導 選択 研究指導ⅡＢ  １～２   

研究指導 選択 研究指導ⅢＡ  １～２   

研究指導 選択 研究指導ⅢＢ  １～２   

研究指導 選択 研究指導ⅣＡ  １～２   

研究指導 選択 研究指導ⅣＢ  １～２   

研究指導 選択 研究指導ⅤＡ  １～２   

研究指導 選択 研究指導ⅤＢ  １～２   

研究指導 選択 研究指導ⅥＡ  １～２   

研究指導 選択 研究指導ⅥＢ  １～２   

研究指導 選択 研究指導ⅦＡ  １～２   

研究指導 選択 研究指導ⅦＢ  １～２   

研究指導 選択 研究指導ⅧＡ  １～２   

研究指導 選択 研究指導ⅧＢ  １～２   

研究指導 選択 研究指導ⅨＡ  １～２   

研究指導 選択 研究指導ⅨＢ  １～２   

研究指導 選択 研究指導ⅩＡ  １～２   

研究指導 選択 研究指導ⅩＢ  １～２   

研究指導 選択 研究指導ⅩⅠＡ  １～２   

研究指導 選択 研究指導ⅩⅠＢ  １～２   

研究指導 選択 研究指導ⅩⅡＡ  １～２   

研究指導 選択 研究指導ⅩⅡＢ  １～２   

研究指導 選択 研究指導ⅩⅢＡ  １～２   

研究指導 選択 研究指導ⅩⅢＢ  １～２   

研究指導 選択 研究指導ⅩⅣＡ  １～２   

研究指導 選択 研究指導ⅩⅣＢ  １～２   

研究指導 選択 研究指導ⅩⅤＡ  １～２   

研究指導 選択 研究指導ⅩⅤＢ  １～２   

研究指導 選択 研究指導ⅩⅥＡ  １～２   

研究指導 選択 研究指導ⅩⅥＢ  １～２   

研究指導 選択 研究指導ⅩⅦＡ  １～２   

研究指導 選択 研究指導ⅩⅦＢ  １～２   

研究指導 選択 研究指導ⅩⅧＡ  １～２   

研究指導 選択 研究指導ⅩⅧＢ  １～２   

研究指導 選択 研究指導ⅩⅨＡ  １～２   

研究指導 選択 研究指導ⅩⅨＢ  １～２   

研究指導 選択 研究指導ⅩⅩＡ  １～２   

研究指導 選択 研究指導ⅩⅩＢ  １～２   

研究指導 選択 研究指導ⅩⅩⅠＡ  １～２   

研究指導 選択 研究指導ⅩⅩⅠＢ  １～２   

研究指導 選択 研究指導ⅩⅩⅡＡ  １～２   

研究指導 選択 研究指導ⅩⅩⅡＢ  １～２   

研究指導 選択 研究指導ⅩⅩⅢＡ  １～２   

研究指導 選択 研究指導ⅩⅩⅢＢ  １～２   

研究指導 選択 研究指導ⅩⅩⅣＡ  １～２   
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研究指導 選択 研究指導ⅩⅩⅣＢ  １～２   

履修方法 

１ 履修する授業科目は、指導教授の指示を受けて決定すること。 

２ 指導教授は、主指導教授１名・副指導教授１名の計２名とする。ただし、主指導教授の判断

により、副指導教授が２名となる場合がある。「研究指導」は、セメスタ毎に３科目（主指導

教授１名・副指導教授２名）を上限として、履修することができる。 

３ 主指導教授または副指導教授が担当する「専門演習」は同一科目を在学中何回でも履修・単

位修得することができる。ただし、修了要件として認められるのは、主指導教授の担当する科

目計８単位、副指導教授の担当する科目計４単位までとする。 

４ 主指導教授または副指導教授以外の「専門演習」は履修することができない。 

５ 基礎科目「総合演習」は同一科目を在学中何回でも履修・単位修得することができる。ただ

し、修了要件として認められるのは計４単位までとする。 

６ 「講義」は、在学中１回のみ履修・単位修得することができる。 

７ 本表に掲げたものの他、指導教授が教育上必要と認めるときは、学則第８条に基づき、本大

学院の他研究科・専攻の授業科目および他大学（協定校）の授業科目を履修することができる

（同一科目は１回目のみ修了要件として扱い、２回目以降の履修によって修得した成績及び単

位は認定されるが、修了要件としては扱わない）。 

 また、上記により履修し修得した単位は、学則第10条の２に基づく、本大学院に入学する前に

修得し、本大学院における授業科目の履修により修得したものとみなす単位（既修得単位）と

合わせて、20単位を超えない範囲で修了要件に充当することができる。ただし、この場合にお

いてそれぞれ修了要件に充当することができる単位は15単位を超えない範囲とする。 

８ 本表に掲げたものの他、指導教授が教育上必要と認めるときは、東洋大学の学部の授業科目

を履修することができる。修得した成績及び単位は認定されるが、修了要件としては扱わない。

対象とする科目等は別に定める。 

 

 

経済学研究科経済学専攻 博士後期課程 授業科目 

区分 

必修・ 

選択の

別 

 

授業科目 

 
講義・演習の別 

配当学

年 
単位数 備考 

キャリア形成

支援 
選択 

ジョブ型研究インターンシッ

プ 

 
１～３ ２ 

 

 

経済学研究科経済学専攻 博士後期課程 研究指導 

区分 

必修・ 

選択の

別 

研究指導 講義・演習の別 
配当学

年 
単位数 備考 

研究指導 選択 研究指導ⅠＡ  １～３   

研究指導 選択 研究指導ⅠＢ  １～３   

研究指導 選択 研究指導ⅡＡ  １～３   

研究指導 選択 研究指導ⅡＢ  １～３   

研究指導 選択 研究指導ⅢＡ  １～３   

研究指導 選択 研究指導ⅢＢ  １～３   

研究指導 選択 研究指導ⅣＡ  １～３   

研究指導 選択 研究指導ⅣＢ  １～３   

研究指導 選択 研究指導ⅤＡ  １～３   

研究指導 選択 研究指導ⅤＢ  １～３   
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研究指導 選択 研究指導ⅥＡ  １～３   

研究指導 選択 研究指導ⅥＢ  １～３   

研究指導 選択 研究指導ⅦＡ  １～３   

研究指導 選択 研究指導ⅦＢ  １～３   

研究指導 選択 研究指導ⅧＡ  １～３   

研究指導 選択 研究指導ⅧＢ  １～３   

研究指導 選択 研究指導ⅨＡ  １～３   

研究指導 選択 研究指導ⅨＢ  １～３   

研究指導 選択 研究指導ⅩＡ  １～３   

研究指導 選択 研究指導ⅩＢ  １～３   

研究指導 選択 研究指導ⅩⅠＡ  １～３   

研究指導 選択 研究指導ⅩⅠＢ  １～３   

研究指導 選択 研究指導ⅩⅡＡ  １～３   

研究指導 選択 研究指導ⅩⅡＢ  １～３   

研究指導 選択 研究指導ＸⅢＡ  １～３   

研究指導 選択 研究指導ＸⅢＢ  １～３   

研究指導 選択 研究指導ＸⅣＡ  １～３   

研究指導 選択 研究指導ＸⅣＢ  １～３   

研究指導 選択 研究指導ＸⅤＡ  １～３   

研究指導 選択 研究指導ＸⅤＢ  １～３   

履修方法 

１ 履修する授業科目は、指導教授の指示を受けて決定すること。 

２ 指導教授は、主指導教授１名・副指導教授１名の計２名とする。ただし、主指導教授の判断

により、副指導教授が２名となる場合がある。「研究指導」は、セメスタ毎に３科目（主指導

教授１名・副指導教授２名）を上限として、履修・修得することができる。 

３ 本表に掲げたものの他、指導教授が研究指導上必要と認めた場合は、本大学院の他研究科・

専攻の授業科目および他大学（協定校）の授業科目を履修することができる。 

 

 

経済学研究科公民連携専攻 修士課程 授業科目 

区分 

必修・ 

選択の

別 

授業科目 講義・演習の別
配当学

年 
単位数 備考 

選択科目 選択 公民連携演習 演習 １～２ ２  

選択科目 選択 ＰＰＰ総論 講義 １～２ ２  

選択科目 選択 地域分析 講義 １～２ ２  

選択科目 選択 統計分析 講義 １～２ ２  

選択科目 選択 公共経済学 講義 １～２ ２  

選択科目 選択 政策評価論 講義 １～２ ２  

選択科目 選択 ＰＰＰ経済理論 講義 １～２ ２  

選択科目 選択 金融論基礎 講義 １～２ ２  

選択科目 選択 地域金融論 講義 １～２ ２  

選択科目 選択 経済財政理論 講義 １～２ ２  

選択科目 選択 日本の経済財政 講義 １～２ ２  

選択科目 選択 
ＰＰＰビジネスマネジメ

ント論 
講義 １～２ ２  
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選択科目 選択 財務分析論 講義 １～２ ２  

選択科目 選択 デジタル地域社会論 講義 １～２ ２  

選択科目 選択 ＰＰＰ論文研究 講義 １～２ ２  

選択科目 選択 ＰＰＰ制度手法論 講義 １～２ ２  

選択科目 選択 環境経済学 講義 １～２ ２  

選択科目 選択 エネルギー経済学 講義 １～２ ２  

選択科目 選択 
ＰＰＰプロジェクト演習

Ⅰ 
演習 １～２ ２  

選択科目 選択 
ＰＰＰプロジェクト演習

Ⅱ 
演習 １～２ ２  

選択科目 選択 ＰＰＰデザイン論Ⅰ 講義 １～２ ２  

選択科目 選択 ＰＰＰデザイン論Ⅱ 講義 １～２ ２  

選択科目 選択 ＰＰＰ実務演習Ⅰ 演習 １～２ ２  

選択科目 選択 ＰＰＰ実務演習Ⅱ 演習 １～２ ２  

選択科目 選択 日本の地方行財政制度 講義 １～２ ２  

選択科目 選択 地域リーダー論 講義 １～２ ２  

選択科目 選択 
シティ・マネジメント手法

実践 
講義 １～２ ２  

選択科目 選択 
バランスバジェット手法

実践 
講義 １～２ ２  

選択科目 選択 
公共施設マネジメントⅠ

（政策） 
講義 １～２ ２  

選択科目 選択 
公共施設マネジメントⅡ

（工学） 
講義 １～２ ２  

選択科目 選択 海外ＰＰＰ制度手法論 講義 １～２ ２  

選択科目 選択 
世界のＰＰＰ政策トレン

ド 
講義 １～２ ２  

選択科目 選択 
Ｅｎｇｌｉｓｈ Ｐｒｅ

ｓｅｎｔａｔｉｏｎ 
講義 １～２ ２  

選択科目 選択 
Ｇｌｏｂａｌ ＰＰＰ 

Ｆｉｎａｎｃｅ 
講義 １～２ ２  

選択科目 選択 

Ｅｃｏｎｏｍｙ ｏｆ 

Ｄｅｖｅｌｏｐｉｎｇ 

Ｃｏｕｎｔｒｉｅｓ 

講義 １～２ ２  

選択科目 選択 世界のインフラＰＰＰ 講義 １～２ ２  

選択科目 選択 

ＰＰＰ ＢａｓｉｃｓⅠ

（Ｔｈｅｏｒｙ ａｎｄ 

Ｈｉｓｔｏｒｙ） 

講義 １～２ ２  

選択科目 選択 

ＰＰＰ ＢａｓｉｃｓⅡ

（Ｍｅｔｈｏｄｓ ａｎ

ｄ Ｉｎｓｔｉｔｕｔｉ

ｏｎｓ） 

講義 １～２ ２  

選択科目 選択 ＰＰＰケーススタディ 講義 １～２ ２  

選択科目 選択 

Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎ

ａｌ Ｅｃｏｎｏｍｉｃ

ｓ 

講義 １～２ ２  

選択科目 選択 世界のＰＰＰビジネス入 講義 １～２ ２  
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門 

選択科目 選択 ＰＰＰ事業プラン 講義 １～２ ２  

選択科目 選択 ＰＰＰプランニング論 講義 １～２ ２  

選択科目 選択 まちづくりビジネス論 講義 １～２ ２  

選択科目 選択 財務計画論 講義 １～２ ２  

履修方法 

１ 履修する授業科目は、主指導教授の指示を受けて決定すること。 

２ 同一名称の講義科目は、複数回履修・単位修得でき、修得した単位はすべて修了単位として

認められる。ただし、授業運営上、履修登録を制限することがある。 

３ 主指導教授は、「公民連携演習」科目担当教員から１名決定すること。主指導教授の演習は、

原則として毎セメスタ履修すること。ただし、主指導教授の演習と同時限に開講されている講

義科目を履修するなど主指導教授が指導上必要と認めた場合は、この限りではない。 

４ 副指導教授は、主指導教授の助言を得て１名または２名決定すること。副指導教授は、当該

年度に「公民連携演習」または講義科目を開講している専任教員（教授・特任教授）または客

員教授から決定すること。 

５ 主指導教授または副指導教授以外の「公民連携演習」は履修することができない。 

６ 主指導教授または副指導教授はセメスタ毎に変更できる。 

７ 本表に掲げたものの他、指導教授が教育上必要と認めるときは、学則第８条に基づき、本大

学院の他研究科・専攻の授業科目を履修することができる（同一科目は１回目のみ修了要件と

して扱い、２回目以降の履修によって修得した成績及び単位は認定されるが、修了要件として

は扱わない）。 

 また、上記により履修し修得した単位は、学則第10条の２に基づく、本大学院に入学する前に

修得し、本大学院における授業科目の履修により修得したものとみなす単位（既修得単位）と

合わせて、20単位を超えない範囲で修了要件に充当することができる。ただし、この場合にお

いてそれぞれ修了要件に充当することができる単位は15単位を超えない範囲とする。 

８ 本表に掲げたものの他、指導教授が教育上必要と認めるときは、東洋大学の学部の授業科目

を履修することができる。修得した成績及び単位は認定されるが、修了要件としては扱わない。

対象とする科目等は別に定める。 

 

別表第４ 修了に必要な単位等（第５条関係） 

  

博士前期・修士課程 

専攻 単位数等 

経済学研究科経済学専攻 (１)修了要件となる科目で30単位以上修得すること。 

(２)主指導教授及び副指導教授の「研究指導」を、毎セメスタ

必ず履修すること。 

(３)基礎科目「総合演習」を４単位以上修得すること。ただし、

短期修了する場合は、在学期間中毎セメスタ履修・単位修得す

ること。 

経済学研究科公民連携専攻 (１)修了要件となる科目で30単位以上修得すること。 

(２)原則として、主指導教授の開講する「公民連携演習」を、

毎セメスタ必ず履修すること。 

(３)「ＰＰＰ総論」、「ＰＰＰ ＢａｓｉｃｓⅠ（Ｔｈｅｏｒ

ｙ ａｎｄ Ｈｉｓｔｏｒｙ）」および「ＰＰＰ Ｂａｓｉｃ

ｓⅡ（Ｍｅｔｈｏｄｓ ａｎｄ Ｉｎｓｔｉｔｕｔｉｏｎｓ）」

のいずれかを必ず履修すること。 

(４)ＪＩＣＡ開発大学院連携プログラムによる留学生は、「Ｇ

ｌｏｂａｌ ＰＰＰ Ｆｉｎａｎｃｅ」および「ＰＰＰ Ｂａ

ｓｉｃｓⅠ（Ｔｈｅｏｒｙ ａｎｄ Ｈｉｓｔｏｒｙ）」を修
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得すること。 

博士後期課程 

専攻 単位数等 

経済学研究科経済学専攻 主指導教授及び副指導教授の「研究指導」を、毎セメスタ必ず

履修すること。 

別表第５ 教育職員の免許状取得のための授業科目及び単位数（第７条関係） 

経済学研究科経済学専攻 博士前期課程 

中学校教諭専修免許状（社会） 

教育職員免許法施行規則に

定める科目区分 

最低修得

単位数 
科目名 単位数 履修方法 

大学が独自に設定する科目 24単位 

ミクロ経済学Ａ ２ 

同一科目を複数回

履修・修得した場

合、初回に修得し

た単位のみ資格科

目として認定され

る。 

ミクロ経済学Ｂ ２ 

マクロ経済学Ａ ２ 

マクロ経済学Ｂ ２ 

財政学Ａ ２ 

財政学Ｂ ２ 

情報経済Ａ ２ 

情報経済Ｂ ２ 

労働経済Ａ ２ 

労働経済Ｂ ２ 

金融論Ａ ２ 

金融論Ｂ ２ 

国際経済Ａ ２ 

国際経済Ｂ ２ 

日本経済史Ａ ２ 

日本経済史Ｂ ２ 

統計・計量経済学Ａ ２ 

統計・計量経済学Ｂ ２ 

社会経済システムＡ ２ 

社会経済システムＢ ２ 

合計 24単位 ― ―  

  

高等学校教諭専修免許状（公民） 

教育職員免許法施行規則に

定める科目区分 

最低修得

単位数 
科目名 単位数 履修方法 

大学が独自に設定する科目 24単位 

ミクロ経済学Ａ ２ 

同一科目を複数回

履修・修得した場

合、初回に修得し

た単位のみ資格科

目として認定され

る。 

ミクロ経済学Ｂ ２ 

マクロ経済学Ａ ２ 

マクロ経済学Ｂ ２ 

金融論Ａ ２ 

金融論Ｂ ２ 

労働経済Ａ ２ 

労働経済Ｂ ２ 

統計・計量経済学Ａ ２ 

統計・計量経済学Ｂ ２ 

国際経済Ａ ２ 

国際経済Ｂ ２ 
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情報経済Ａ ２ 

情報経済Ｂ ２ 

財政学Ａ ２ 

財政学Ｂ ２ 

合計 24単位 ― ―  

 


